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経済学研究 48-4
北海道大学 1999.3

1990年代製造業の技術変化と雇用・賃金格差

岸

1.はじめに

本研究の目的は， 1990年以降の日本の製造業

における技術変化が雇用と賃金格差に与えた影

響を明らかにすることである。

技術変化が所得分配に及ぼす影響について

は，アメリカでさまざまな分析が行われてい

る。アメリカの研究は， 1980年以降の技術変化

が，製造業に限らず多くの産業において学歴間

賃金格差を拡大させたという結論を導いてい

る。特に，大卒と大学中退者，大卒と高卒の賃

金格差が拡大したと指摘する研究が多い

(Bound and Johnson [2J， Montgomery and 

Stockton[5])o A. Krueger[4Jは，学歴の高い

労働力がコンピューターをより頻繁に利用する

ために，相対的に高い賃金を得るという推定結

果を示している。また， S. G. Allen[l]は，

資本集約的でかつR&D費用が高い産業で，大

卒者と高卒者との賃金格差が拡大したという結

果を示している。

アメリカの分析は，技術変化が職種の分化を

すすめ，新たな職種間賃金格差を生み出すとい

う仮説に基づいている。その背後には，賃金が

競争的市場で決まるという経済観がある。

他方，日本では，技術変化によって大卒者と

高卒者の賃金格差が拡大する傾向はいまだ観測

されていない。このため，学歴間賃金格差が特

に問題になることはあまりない。しかし，技術

の変化に伴って雇用が縮小する傾向は， 1960年

代から指摘されている。製造業や金融業の技術

に規模の経済性が見られることはOzaki[7Jや吉

岡[20Jの分析で明らかになっているが，規模の

智子

経済とは，生産額が増大するほどには資本・労

働の投入量が増大しないような生産関数の特性

である。

とりわけ製造業の技術変化は，産業の資本集

約度を高め，労働需要を減少させる方向に動い

てきた。特に1990年以降は，製造業の多くの部

門で資本装備率が上昇すると同時に雇用係数が

低下している。 1990年代にはいってから，製造

業全体として雇用が縮小しているが，この原因

を景気の低迷のみに求めることはできない。雇

用の変動を要因分解すると，生産額の減少より

も雇用係数の低下によって失われた雇用量が多

いといえる。

このように，最近の日本の製造業における技

術変化は，雇用には重大な影響を及ぼしている

が，正社員の賃金構造にはほとんど変化をもた

らしていない。アメリカで問題になっている，

学歴間賃金格差は日本ではむしろ縮小してい

る。また，製造業に関する限り，年齢と賃金と

の関係も安定している。

しかし，パートタイマーを視野に入れると，

雇用と所得分配は少しずつ変動している。製造

業全体では1980年代の景気の上昇局面で雇用者

に占めるパートタイマーの比率が増大した。た

だし， 1990年以降，景気の下降局面で正社員の

みならずパートタイマーも減少している。そし

て，パートタイマーと正社員との時間あたり賃

金格差は1990年代にはいってから拡大してい

る。

非製造業では製造業以上にパートタイマーが

増大していることから今後，経済全体として賃

金格差が拡大していく可能性もある。技術変化
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に伴う雇用の縮小と賃金格差の増大は，アメリ 占めるサービス業のシェアは， 1980年から1990

カに特有の現象ではなく，日本でも顕在化して 年にかけて18.5%から24.8%へと上昇してい

くる倶れがある。但し，日本の雇用変動や賃金 る。産業の中心が，製造業から非製造業へと移

格差は，学歴よりも正社員かパートタイマーか

といった，雇用形態に関連した問題となるであ

ろう。

以下では，技術変化が雇用・所得にどのよう

な影響を及ぼしているかを実証的な分析によっ

て明らかにしていきたい。第2節では，日本経

済における製造業の位置づけについて論じ，第

3節では技術変化が労働需要に及ぼした影響を

分析する。第4節では技術変化が賃金構造に及

ぼした影響について分析し，第5節で、は特にパ

ートタイマーと正社員との賃金格差を取り上

げ，第6節で結びに代える。

2.製造業をめぐる経済環境の変化

製造業における雇用と所得の問題を論じるに

あたって無視できないのが，製造業を取り巻く

経済環境の変化である。

日本の名目GDPにしめる製造業の比率は

1980年には28.2%，1990年には26.8%であった

が， 1990年代には23.3%とやや低下している。

産業中分類で見ると， 1990年以降， GDPの伸

び率がマイナスとなった業種も多い。

就業者数に占める製造業の割合も， 1980年の

23.7%から1995年の21.1%へと低下している。

製造業の雇用が減少している背景には，さまざ

まな要因があるといわれている。蓑谷研究室

[lOJの推計によると，対外直接投資の拡大で

1993年には製造業の雇用が約17万人減少してい

る。特に鉄鋼や輸送機械，精密機械などの産業

部門が直接投資の影響を受けている 1)。

製造業の成長が停滞する中で，サービス業や

卸売・小売業のGDP構成比およぴ就業者数に

しめる割合が少しずつ伸ぴている。就業者数に

1) 蓑谷研究室推計によると，対外直接投資は，非製
造業にはプラスの効果を及ぼしている。

行する中で，特に製造業の雇用を取り上げるの

は，次のような目的のためである。

製造業の雇用が，世界市場における厳しい競

争の中で縮小傾向にあるという事実は，否定で

きない。しかし，製造業における雇用の減少を

国際競争の激化のみに帰する考え方は，いささ

か短絡的である 2)。製造業の技術構造に，雇用

係数が減少する傾向が内在しているという問題

は，雇用促進事業団口1J[12Jのマイクロエレク

トロニクスの研究などでも指摘されている。製

造業における生産工程の変化は，労働生産性と

労働需要とに直接影響を及ぼすことが多い。特

に製造業の技術変化と雇用との関係を分析する

のは，このためである O

雇用の変化には，景気循環，国際化，技術変

化などさまざまな要因が影響を及ぼしている O

これらの中で，国際化の問題は，主として囲内

市場を対象とする産業には，直接の影響を及ぼ

さない可能性もある。しかし，技術変化と雇用

との関連は，多くの産業部門で将来，問題にな

ってくるであろう。そのため，製造業がこれま

でにたどってきた道を振り返り，技術と人間労

働の問題を解明する手がかりを得たいと考えて

いる。

3.技術進歩と労働需要

技術革新とは，生産関数の急激な変化をさす

ことが多い。これに対し，技術進歩とは，生産

関数の連続的変化をいう。しかし，ここでは，

両者を特に区別せず，技術「変化」という用語

に統一し，多面的に分析を行っていきたい。

製造業における技術変化と雇用問題に関する

最近の研究には，佐久間[l4J，八代[19Jがある。

2)雇用促進事業団・財団法人統計研究会『国際化の進
展と労働市場J[13J第W節，八代・五十嵐論文。
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八代論文3)は，製造業の過去17年間のデータを

用いて，労働生産性の伸びと雇用，賃金構造と

の関係を分析している。同論文は， 1990年代に

はいってから実質GDP成長率が低下している

が，このことが固定的な雇用者の比率を低下さ

せ，業務の外注化を進める可能性があると指摘

している。他方，佐久間論文は，産業が成熟期

にさしかかると労働節約的な技術変化をたどる

ようになるという分析結果を示している。たと

えば，日本の自動車産業は1970年代から労働節

約的な技術変化を進めていたが，特に1980年代

に雇用係数が著しく低下したということであ

る。

産業の労働需要は，技術の変化と景気循環の

双方によってさまざまな影響を受ける。労働節

約的な技術変化が進行していても，好況であれ

ば雇用問題は表面化しないかもしれない。しか

し，労働節約的な技術変化と不況とが重なる

と，雇用は大きく減少する可能性もある。また，

生産額の変動が大きくなると，企業は正規労働

力を絞る一方で，多様な非正規労働力を雇用す

るものと考えられる。第3-1節では，製造業

の資本装備率の年変化を推定し，第3-2節で

は，資本係数，雇用係数とTFP変化率に焦点を

合わせる。第3-3節では，技術変化が雇用に

及ぼした影響について分析を行う。

3-1.技術変化の計測

いま，産業別の有形固定資産および雇用量を

それぞれK，Lとおくと，資本装備率はKJLのよ

うに表される。製造業における労働節約的な技

術変化に関しては，さまざまな分析が行われて

いるが，資本装備率の動きが1990年代にはいっ

てからどのように変化したかを，次の回帰式(1)

で推定する。
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3) r日本的雇用慣行の経済学j[19J，第5章。

ここで， tは年次を表し， Dum90は1990年代

であれば 1，1980年代であればOとなるような

ダミー変数である。このダミー変数を入れるの

は，不連続的な技術変化が起こったかどうかを

分析するためである。また，etは誤差項である。

198かー1996年の『工業統計表.1[23Jデータを用

いて， (1)式を産業中分類別に推定する。資本装

備率の年変化率の高い順に産業を並べると表1

のようになる。電気機械，精密機械，一般機械

のような産業部門では，一年間に7ないし 9%

ずつ資本装備率が上昇している。ダミー変数の

推定値を見ると， 1990年代にはいってから資本

装備率の動きに変化が見られるのは繊維・衣服

品，紙・パルフ。および石油製品産業の三業種で

あることがわかる。繊維・衣服と紙・パルプで

は1990年以降，急速に資本装備率が高まってい

表1 資本装備率の年変化率，製造業， 198かー1996年

産業
資本装備率の 1990年代ダミー
年変化率(%) 推定値(100万円)

電気機械 9.2 O 

金属製品 7.1 O 

精密機械 7.0 O 

一般機械 6.6 O 

輸送機械 6.3 O 

窯業・土石 5.6 O 

化学 5.1 O 

ゴム製品 5.1 O 

紙・パルプ 5.1 13.5 

食品・飲料 4.5 O 

非鉄金属 4.5 O 

繊維・衣服 4.3 14.0 

鉄鋼 4.2 O 

石油製品 4.1 -12.2 

木材・木製品 4.1 O 

注1: Kは有形固定資産年初保有額 (100万円)， Lは常
用労働者数である。データは， r工業統計表j[23J 
である。

注2:表中の数値は， log(Kt/Lt)=a+bt+c(Dum90) +町(t 
は年)を推定した結果である。 bの推定値は全産業
で統計的に有意である。 Cの推定値が統計的に有意
でない産業については，推定値をOと記載した。

注3: r工業統計表』において「食料品製造業」と「飲
科・飼料・たばこ製造業Jは， 1984年以前には「食
料品・飲料製造業jに一括されているため，ここで
は1985年以降について合計値を求め， r食料品・飲
料jとして掲載した。また， r繊維製造業Jと「衣
料製造業jの区分が年度によって異なるため，デー
タを合計し， r繊維・衣服」として掲載した。
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るが，石油製品では反対に資本装備率が低下し グループと呼ぶ。次に，鉄鋼や非鉄金属，石油

ている。繊維・衣服，紙・パルプでは1990年代

にはいってから，技術革新といえるような変化

が起こった可能性がある。しかし，全体的には

1990年代ダミーの推定値がOとなった産業が多

いことから，資本装備率の上昇を伴った技術変

化，すなわち労働節約的な技術変化は，景気循

環とはあまり関係なく， 1980年代から継続して

いたといえそうである。

3-2.資本係数，雇用係数およびTFP変化率

次に，資本係数KJYと雇用係数L!Yとの相関

係数を1980年代と1990年代とで比較したのが表

2である。産業の配列は，表lと共通である。

1980年代と1990年代のそれぞれについて，相関

係数の低い順に番号を附した。

表2 資本係数と雇用係数，製造業， 1980-ー1996年

K/YとL/Yと K/YとL/Yと
産業 の相関係数 位l順 の相関係数 順位

1980-ー1989年 1990-1996年
電気機械(，) -0.7606 4 0.3090 10 
金属製品(，) -0.8000 3 0.2270 9 
精密機械(，) 0.6955 5 0.1957 8 
一般機械(，) -0.4662 6 0.7455 13 
輸送機械(，) -0.3705 8 0.3599 11 
窯業・土石川 -0.2205 9 -0.5222 2 
化学(o) 0.9372 15 0.2899 4 
ゴム製品(d) -0.4243 7 -0.1907 6 
紙・パルプ(o) 0.3238 11 -0.3168 3 
食料品・飲料(d) -0.9183 1 -0.8100 l 
非鉄金属(b) 0.4711 12 0.5500 12 
繊維・衣服(，) -0.8899 2 0.0734 7 
鉄鋼(b) O. 7798 14 0.8610 14 
石油製品川 0.7431 13 0.8907 15 
木材木製品川 0.2689 10 0.2145 5 

表中の記号(a)(b) (c) (d)に関しては，本文中に解説があ

る。

表2で， KJYとL!Yとの相関関係を1980年代

と1990年代とで比較すると，次のようなことが

言える。電気機械や精密機械などの機械関連産

業および繊維・衣服では1980年代，資本係数と

雇用係数とが，強い負の相関関係にあった。し

かし， 1990年代には， KJYとL!Yが正の相関関

係を示すようになっている。これらの産業をa

製品では，資本係数と雇用係数が1980年代にも

1990年代にも正の相関関係を示している。これ

らをbグループと呼ぶ。化学，紙・パルプ，木

材・木製品などの産業では， 1980年代には資本

係数と雇用係数とが正の相関関係にあった

が， 1990年にはいってから資本係数と雇用係数

とが負の相関に転じている。これらをCグソレー

プとする。また，窯業・土石，ゴム製品，食料

品・飲料では，資本係数と雇用係数とが1980年

代にも1990年代にも負の相関関係にある。最後

のグループをdと称する。

グループOa~こは1980年以来，資本装備率が顕

著に上昇してきた産業が多い。これらの産業で

は1990年以降，資本係数も雇用係数もともに低

下しているが，雇用係数の低下がより大きかっ

たために，資本装備率が高まっているように見

えるのである。特に繊維・衣服は資本装備率の

変化率が1990年以降急激に高まった産業であ

り，相関係数の順位も大きく変動している。次

に，グルーフ。bの産業はどちらかというと， 1980 

年代から資本装備率が緩やかな変化を示してい

る。そして， 1990年以降も資本係数，雇用係数

が比較的安定している。グループcおよびdは，

資本装備率の上昇率が比較的低い産業である

が， 1990年代にはいってから，グループcが顕

著な技術変化を見せている。特に， 1990年以降，

資本装備率が急激に上昇した紙・パルプ産業で

は，資本係数と雇用係数との相関関係がプラス

からマイナスへと大きく変化している。

表1と表2とを比較すると，以下のようなこ

とが言える。機械関連型産業では1980年代に労

働節約的な技術変化が進んだが， 1990年代には

いってからは設備投資が停滞し，雇用係数も低

下している。また，素材型産業の中には， 1990年

代にはいってから資本係数が急速に高まり，雇

用係数が相対的に低下している産業が見られる。

次に，産業別のTFP変化率を1980年代と1990

年代とで比較したのが，表3である。表3のTFP

変化率は，一次同次の生産関数(2)を推定したと
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きの，残差増加率である。生産関数(2)を推定し，

(3)式よりTFP変化率を算出する。
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表3 TFP変化率，製造業， 1980年代と1990年代

産業
198ひ-1989年 199ト 1996年)
TFP年変化率(%)TFP年変化率(%

電気機械 0.6 0.1 

金属製品 0.8 1.6 

精密機械 O. 7 0.1 

一般機械 1.2 -1.0 

輸送機械 1.9 1.0 

窯業・土石 1.2 -2.1 

化学 2.5 -3.0 

ゴム製品 0.5 1.1 

紙・パルプ 1.7 -1.3 

食料品・飲料 0.6 -0.7 

非鉄金属 0.6 -1.1 

繊維・衣服 1.2 -1.3 

鉄鋼 2.4 4.4 

石油製品 -4.0 0.4 

木材・木製品 1.1 -0.7 

表2，表3のデータは， r工業統計表j[23Jである。

表3は， 1990年以降， TFPの成長率がマイナ

スになっている産業部門が多いことを示してい

る。しかし， 1980年代から労働節約的な技術変

化が進んでいた電気機械や精密機械など一部の

業種では， 1990年代にはいってからもTFP成長

率がプラスの値をとっている。なお，表lの資

本装備率の上昇率と1980年代のTFP成長率との

聞にはほとんど相関関係がないのに対し，資本

装備率上昇率と1990年代のTFP成長率との聞に

は弱いながらも正の相関関係が認められる(r=

0.319)。

1990年代には製造業の成長率が低下する中

で，労働節約的な技術変化が進行したが，特に

機械関連型産業では資本装備率の上昇によっ

て，労働生産性を維持してきたといえる。それ

では，労働節約的な技術変化が，雇用と賃金に

どのような影響を及ぼしているかを次節で確か

めたい。

3-3.雇用の変化

製造業の技術変化が雇用に及ぼす影響は，次

のように計算することができる。まず， 1990年

における常用労働者の雇用係数を産業別に求め

る。次に， 1990年における雇用係数を1996年の

付加価値額に掛けると，雇用係数が変化してい

なければ雇用されたであろう常用労働者数が算

出される。この計算値と1996年に実現した雇用

量とを比較すると，技術の変化による雇用の変

化が求められる。以上の方法で，雇用の変化を

要因分解したのが，表4である。

表4より，製造業の多くの部門で，雇用が滅

表4 雇用変化の要因分解， 1990-ー1996年

雇用量の変 雇用係数に 付加価値生

化(人) よる変化 産額による

(人) 変化(人)

電気機械 -236，945 -244，673 +7，728 

金属製品 -49，585 -55，393 +5，808 

精密機械 63，011 -215，550 + 152，539 

一般機械 -103，073 30，088 72，985 

輸送機械 -34，050 -95，222 +61，172 

窯業・土石 -40，901 -32，838 -8，063 

化学 -12，490 -34，894 +22，404 

ゴム製品 24，664 -17，968 6，696 
紙・ノ~)レフ。 -19，963 15，944 -4，019 

食料品-飲料 +26，470 -167，223 + 193，693 

非鉄金属 一11，537 -149，927 +138，390 

繊維-衣服 -305，011 -39，611 265，400 

鉄鋼 52，930 -17，188 35，742 

石油製品 -396 16，996 +16，6ω 

木材・木製品 -45，812 -19，835 -25，977 

注:雇用係数による変化は，次のように求めている。ま

ず， 1990年の雇用係数が1996年にいたるまで変化し
なかった場合の雇用量理論値は，

正1996=制与990) 
¥.(19901 

のように表される。 1996年の雇用量実現値と理論値との

差

L19ゆ6-L1996 

が，雇用係数による変化である。
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少しているが，雇用喪失の主たる要因は，産業 なるパターンが観測される。 Appendixに示し

によって異なっている。たとえば繊維・衣服品 たのは， TFP変化率と雇用の変化である。電気

産業では，付加価値生産額の減少により， 26 機械，輸送機械，精密機械などの産業の雇用量

万5，000人の雇用が失われている。これに対し，

雇用係数の低下による雇用の減少は，約4万人

である。すなわち，繊維・衣服産業では技術の

変化というよりも，生産の停滞によって雇用が

失われたのである。他方，電気機械や精密機械

などの機械関連産業では，技術の変化で失われ

た雇用量が大きい。電気機械産業では1990年代

にはいってから常用労働者が23万7，000人減少

したが，計算の上では，雇用係数が低下したこ

とによる雇用喪失が24万4，700人に及んでい

る。他方，付加価値生産が伸びたことによる雇

用増は7，200人にすぎない。精密機械産業でも，

雇用係数の低下によりこの7年間に雇用が21万

5，000人減少したという計算結果が出てい

る九付加価値生産額の伸びによる雇用の増大

が15万2，000人と計算されるが，差し引き 6万

3，000人の雇用が減少している。化学や石油製

品，非鉄金属でも雇用係数の低下により減少し

た雇用量を，付加価値生産額の伸びにより増加

した雇用がカバーする形になっている。雇用係

数の低下により雇用量が減少している業種に

は，機械関連業種のみならず，食品・飲料など

の消費関連産業や非鉄金属などの素材型産業も

含まれている。製造業には，技術の変化によっ

て雇用量が縮小している部門と生産の低迷で雇

用が減少した部門とがあるが，どちらかといえ

ば前者が多い。そして，技術の変化により雇用

が減少している産業では，資本装備率が著しく

上昇しているのである。

生産が停滞し， TFPの上昇率が低下している

産業では雇用が減少する傾向が見られる

が， 1990年代の雇用調整には， 1980年代とは異

4)大平・栗山[18]によると，電気機械，輸送機械，精
密機械では， 1980年代にも雇用係数の低下による雇
用の減少が見られた。

は， 1980年代にはTFP成長率の後を追いかける

ような形で進んで、いたが， 1994年以降はTFPの

上昇に反応しないような形になっている。特に

電気機械産業では， 1994年以降， TFP上昇率が

プラスに転じても常用労働者が減少を続けてい

る。これに対し，鉄鋼や非鉄金属では， 1990年

代以降も雇用がTFP成長率に沿う形で変動して

いる。1980年代に急激な成長を遂げた産業と，80

年代以前から合理化に努めてきた産業とで

は， 90年代になってからの雇用調整のあり方が

異なり，それが常用労働者数の変化に表れてい

る可能性もある。常用労働者の雇用調整のスピ

ードは，景気によって影響を受けることが知ら

れている。長51く不況の中で，雇用の拡大には

慎重になっている産業部門も多いことであろ

う。製造業の雇用調整が構造的に変化していく

のかどうかは，これから見守っていかなければ

ならないであろう。

4.技術変化と賃金構造

労働節約的な技術変化が起こると，高い技能

を身につけた労働力に対する需要が高まり，相

対的に技能の低い労働力の需要は低下する。企

業から見た「技能Jには2種類がある。当該企業
で形成された技能と，企業の外部で形成された

技能である。企業がいずれのタイプを求めるか

によって，技術進歩と賃金構造との聞には，ま

ったく異なった関係が見出される。

企業が外部で技能を形成した人材を求めてい

る世界では，学歴や職歴が採用にあたって重要

な基準となる。このような世界では，技術進歩

につれ，高学歴者や他企業で高い技術を身につ

けた人に対する労働需要が増大する。その結

果，学歴や職歴による賃金格差が拡大すると考

えられる。

他方，企業が自社内で技能を形成した人材を
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必要としているような世界では，勤続年数の長

い労働力が高い報酬を得る。その結果，年齢や

勤続年数による賃金格差が拡大すると考えられ

る(中馬・樋口[15J)。

日本企業はこれまで，人材を内部養成し，長

期勤続者を高く評価するような雇用慣行をとっ

てきた。その傾向は技術進歩のもとでどのよう

に変化しているであろうか。以下では，日本の

製造業で見られる技術変化と，賃金構造との関

係を分析する。 4-1節では学歴間賃金格差に

ついて，また4-2節では，年齢賃金曲線の

傾きとその変化に関する分析を行う。

4-1.学歴間賃金格差

アメリカの研究には，技術進歩に伴って，学

歴間賃金格差が拡大したと指摘するものが多

い。しかし， Katz and Revenga[3J論丈は， 1980 

年代の日本の賃金構造を分析し，大卒と高卒の

相対賃金にはあまり変化がないという結論を導

いている。

1990年代の製造業において，大卒と高卒の相

対賃金はどのように変化しているであろうか。

図1は， 2かー24歳の男性の高卒・大卒賃金格差

を1989年と1997年とで比較している。また，図

2は， 50-ー54歳の高卒と大卒の賃金格差を同じ

く1989年と1997年とで比較している。縦軸は，

高卒者の「決まって支給する現金給与額」が大

卒者のそれに占める割合を表している。折れ線

の位置が高くなるほど，学歴間賃金格差が小さ

いことを表している。図 1より， 20-ー24歳の学

歴間賃金格差は1989年にも小さかったし，また

1997年には更に縮小している。 1997年のデータ

によると，鉄鋼および非鉄金属では高卒者の方

が大卒者よりも高賃金である。また，図2よ

り， 50-54歳正社員の学歴間賃金格差も多くの

産業部門で縮小している。特に電気機械，食料

図1 高卒・大卒賃金格差，製造業男性正社員、 20ー24歳

ノ払 l 。~I;:...~グヘ| 

ii i i !?草i1i i f詰i
棚田慨 慨石 -J 幕開服 官

|ー.....1989年一←1997年 l
注1・縦軸は，高卒の「決まって支給する現金給与額J/大卒の「決
まって支給する現金給与額」を表している。

注2:石油製品に関しては， 1989年のデータがないため，図から省
いた。
出典:労働省『賃金センサスJ[21]， 1989年， 1997年

図2 高卒・大卒賃金格差，製造業男性正社員、 50ー54歳

久|

/¥|  :;1;でず¥守勺ア、Y J1 

05ii i i i i草i;ji i詰;
|ー.....1989年一←1997年|

出典:労働省「賃金センサスj[21]，第2巻， 1989年， 1997年。
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品・飲料，鉄鋼で高卒者の相対賃金が上昇して 正社員の年齢一賃金曲線に変化が生じていな

いる。アメリカでは，資本装備率の高い産業部

門で学歴間賃金格差が拡大したと指摘する論文

が書かれているが，日本の状況は全く異なって

いる。資本装備率の高い産業ほど学歴による賃

金格差が大きいとは言えないし，また資本装備

率の伸ぴによって，学歴間格差が広がる傾向は

まだ見られない。

4-2.年齢間賃金格差

それでは，正社員の年齢間賃金格差はどのよ

うに変化しているのであろうか。製造業の正社

員賃金の「年功度」を1990年と1997年とで比較

したのが図3である。縦軸は， 50-54歳の「決

まって支給する現金給与額jが20-24歳の何倍

にあたるかを示している。

図3より，製造業の男性正社員に関する限

り， f年功」賃金は崩れていないばかりか，一

部の業種では1990年代にはいってから一層顕著

になっている。年齢の加給効果が最も高いのは

化学で，電気機械がこれに次ぐ。賃金曲線の勾

配は，資本装備率の伸びが高い業種においてや

や高い。しかし， f5o-54歳賃金」の f20-24
歳賃金jに対する比と資本装備率との聞に相関

関係はない。

いことに関しては，いくつかの説明が可能であ

る。一つは，内部労働市場の賃金構造は，長年

の労働組合運動の成果であり，外部労働市場の

需給変動の影響を受けにくいという考え方であ

る5)。もう一つは，不況で正社員の離職率が低

下し，中高年者の勤続年数が長くなったため，

同一企業にとどまっている人の給与はより年功

的になったように見えるという考え方である。

但し，正社員の賃金構造が変化する兆しも，

若年者の労働市場に表れている。文部省『学校

教育基本調査j[24]によると，製造業の新卒労

働市場では，大卒の割合が低下し，大学院修了

者が増大しつつある。大学院修了者の給与に関

しては，いまだデータが整備されていないが，

職種によっては，大卒との賃金格差が今後拡大

する可能性もある。

5.パートタイマーと正社員

前節の分析は，製造業で急速な技術変化が進

んだにもかかわらず，正社員の学歴間賃金格差

はむしろ縮小し，年齢間賃金格差は安定してい

ることを示唆している O しかし，製造業の雇用

者は，正社員に限られないため，分析対象をパ

図3 年齢賃金曲線の勾配，製造業男性正社員 50-54歳/20-24歳

2.6 
2 :41A  
2.2 

，ムよ--- p' ¥ 2 
1.8 
1.61 
1.41 
1引

¥.-" -.;;.--τ革ー戸~て寸þ-t.
町、"-.1

ー電金精函輸窪化ゴ紙食非繊鉄石木

義富義章議業学害虫官室経鋼盟材
械品議械械去 瓦プ飲属露 宮室
料品

|ー+-.1989年一←1997年|

出典:労働省『賃金センサスj[21J.第2巻.1989年.1997年

5)連合総研のデータを解析したところ，組合企業の賃
金体系の方が，無組合企業のそれより年功的である
という分析結果が得られた(岸[9J)。
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凶4 パートタイマー比率，製造業

48-4 
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ートタイマーにまで広げ，賞金構造がどのよう

に変化したかを以下で分析する。 5-1ではパ

ートタイマーの雇用， 52マは賃金について

じる。

ち1.パートタイマー

f数字でみる雇用の動きi
トタイマーの雇用は

し， 1980年代と1990年代と った動向を見

せている。図4は， 1980年， 1990年および1996

のパートタイマー比率を比較している。ま

5はパートタイマーの数を藤業別に示し

ている。

関4は，パートタイマー比禁容が潟いのは，ど

ちらかといえば資本装備率の伸びがあまり高く

な

し，パートタイマー比率と

との相関龍係は弱いヘ

1980年から1990年にかけてはいずれの産業部

門でもパートタイマ}比率が上昇した。これ

は，経済成長率の上昇に伴って，企業がパート

タイマ…の採用を進めたことをき交している 0

1990年以降は多くの産業部門でパ…トタイマー

してしミる会主 こ

よりもパートタイマー

及ぼしたことを表している。八代[19]

成長率の畿1どは正社員比当患の減少につながると

トの雇用が減少している

表5 パ…トタイマ…の数.1990年と199若年

単位:1パ∞0人
1990年 199吾年

電気機事変 263.8 
金属議連ぷ g 

精密機事実

一般機級

輸送機械

言要業・土石

化寺金

ゴム製品

紙・パルプ

食料品・飲料

非鉄金筏

綴最長・ヨ交線

室長童書

註，9.8

30.4 

67.告

57.6 

18.7 

27.9 

18.1 

27.9 

235.0 

17.6 

140.告

i:Il呉・労畿各{数字でみる主義照的重量きJ[22J 

74.8 

30.7 

55.8 

38.1 

8‘9 
29.2 

19.8 

29.2 

286.8 

10.3 

104.4 

7.1 

0.5 

8.5 

企業は何故，パ…トタイマーを雇用するのだ

ろうか。さまざまな説明が可能である。アメリ

カでは， conting記ntworkersがなぜ増大するか

について，さまさ~~まな調裂をが試みられている。

従来は，次のような説鳴がなされていた。企業

は雇用量を絞りながらもpe総 loadの関題に対

処しなけれ誌ならない。そこで採罰されるの

会主 contingentworkersである。 しカミし， Osteト

man[6]によると，議議の感褒が激しくなり，

労働需要が不安定になったことが雇用形態の多

様化につながっている。

6)相関係数がOであるという佼鋭を禁却できない。
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図5 女性パートタイマーの年齢構成，製造業
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関6 女性一般労働者の年齢構成，製造業
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日本では，製造業のパートタイマーは，従来

中高年の女性が多かった。図5は，製造業の女

性パートタイマーの年齢構成を1991年と1997年

とで比較している。 45歳以上の年齢層でパート

タイマーが増大している O 他方，女性一般労働

者は24-29歳および55歳以上の年齢層では増大

しているが，その他の年齢層では減少している

のである(図6)。ただし，卸売・小売業やサ

ービス業の一般労働者の年齢構成は，製造業と

は異なっている。

る。 1997年には，とくに30歳代， 40歳代のパー

トタイマーの相対賃金が低下している。なお，

パートタイマーと正社員の賃金格差は，女性よ

りも男性において，より顕著である。図8は，

男性パートタイマーの相対賃金(一般労働者を

1とする)を1989年と1997年とで比較してい

る。男性のパートに関しては，業種別のデータ

がなく，図8は全業種の平均値であるが，ほと

んどすべての年齢層でパートタイマーの相対賃

金が低下している。

5-2.パートタイマーと正社員の賃金格差

日本では，古郡[17Jが指摘しているように，

ノ'¥-トタイマーと一般労働者との聞に有意な賃

金格差が存在する。 1990年以降，パートタイマ

ーの賃金はどのように変化したであろうか。

図7は， r賃金センサス』に掲載された女性
パートタイマーの相対賃金(一般労働者を 1と

している)を1989年と1997年とで比較してい

女性のパートタイマーの賃金が低いという問

題に関しては，さまざまな説明がなされてい

る。パートタイマーには，税制の面から労働時

間を自ら調整する傾向がある。また，女性には

自発的にパートを選択している人も多い。この

ため，パートタイマーと正社員の賃金を単純に

比較することは，あまり意味がないと考えられ

る。しかし，将来は経済全体で雇用が縮小し，

ノ'¥-トをはじめとする非正規雇用者が労働市場
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図7 女性パートタイマーの棺対賃金
(一般労働者を 1とする)，製造業
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出典賃金センサスJロ1]，1989年， 1997年。

図8 男性パートタイマーの相対賃金
(一般労働者を 1とする)，全産業
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の中心的な存在となる可能性もある。 1990年代

にはいってから，先進諸国で賃金格差が拡大し

ているが，日本でも労働市場の二重構造的な面

が， 1970年代までとは異なった形で表れている

という見方もできる。

6.結びにかえて

製造業では， 1990年以降，付加価値生産額お

よびiTFPの伸ぴ率が停滞する中で，雇用が縮小

したことが確かめられた。特に，資本装備率が

急速に上昇している産業で雇用係数が低下し，

常用労働者が減少していることがわかった。雇

用の変動要因を付加価値生産額の変化による部

分と雇用係数の変化による部分とに分解する

と，多くの産業部門で，主として雇用係数の低

下が原因で常用労働者数が減少していた。特

に，機械関連型産業では雇用係数の低下が雇用

に強い影響を及ぼしていた。資本装備率が上昇

し，雇用係数が低下する傾向は，製造業の多く

の部門で1980年代から継続している。 1990年代

に技術革新と見なされるような急速な技術変化

が起こった産業は少数で，大部分の産業部門で

は， 1980年代から連続的に資本装備率が上昇し

ている。製造業の雇用が減少している原因は，

不況や産業の「空洞化Jのみならず，労働節約
的な技術変化にもあると考えられる。

しかしながら，技術変化が雇用に及ぼす影響

は，景気動向によって左右される。 1980年代に

は， TFP変化率の増減を追いかけるように雇用

量を調節していた産業部門の中にも， 1990年以

降は一貫して雇用を抑制する傾向が見られる。

いくつかの産業部門では， 1995年以降TFP変化

率がプラスに転じても常用労働者数が減少し続

けている。技術変化と雇用との関連は，景気循

環によって異なり，また産業の歴史によって異
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なる。製造業の雇用調整が構造的に変化してい

くのかどうかについては，今後も観測を続けて

いかなければならないで、あろう。

製造業全体では， 1980年代から正社員比率が

低下し，パートタイマー比率が上昇している O

1990年以降は，正社員のみならずパートタイマ

ーが減少している業種も見られるが，どちらか

といえば，正社員の減少がより顕著で、ある。

正社員の雇用量は減少しているが，賃金構造

にはいまだ目立った変化が表れていない。アメ

リカでは学歴間賃金格差が問題になっている

が，日本では大卒者と高卒者との賃金格差がむ

しろ縮小している。また，男性の正社員に関す

る限り， 50歳代と20歳代との賃金格差もこの10

年間ほとんど変化していない。

しかし，これは製造業全体で賃金格差が縮小

していることを意味しない。パートタイマーの

相対賃金は，男女とも，あらゆる年齢階層で低

下している。パートタイマーの低賃金がどの程

度深刻な問題であるのかを評価するのは，難し

い問題である。しかし，パートタイマーと正社

員との賃金格差は，労働市場の新たな二重構造

と解釈することもできる。将来，二重労働市場

の下の層が性別，年齢を超えて拡大していくよ

うなことがあれば，賃金格差は重要な問題とな

るであろう。

製造業の技術変化は，非製造業に波及し，新

たな雇用を創出しているものと考えられる。製

造業と非製造業との技術連関および労働力の産

業間移動が，今後の分析課題である。また，非

製造業における技術変化が雇用機会と所得をど

のように生み出していくかを見守っていかなけ

ればならないで、あろう。
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TFP変化率と雇用の対前年変化、鉄鋼
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